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周りの人に「日本共産党森本ふみお後援会」への入会をお勧めください。
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この「後援会ニュース」は、森本ふみお市議の
ブログ（http://m.okajcp.com）でも見ることができます。

後援会ニュース

井原市議会６月定例会が６月１５日に開会し、７月２日まで開かれて
います。森本市議は、６月２３日に６件質問し、瀧本市長や片山教育長
の考えをただしました。質問と答弁の大要は次の通りです。

◆子ども医療費の無料化を１８歳（高校卒業）まで拡大してはどうですか

◆市内すべての幼稚園に専任園長を配置してはどうですか

◆「嫁いらず観音院」や「天神峡」の観光行政の充実を考えてはどうですか

◆「避難所」の表示看板に外国語を併記してはどうですか

◆軽度認知障害（ＭＣＩ）のチェック制度の導入と市民へ周知してはどうですか

◆自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方法や心肺蘇生術の講習を、小・中・高校生

を対象に定期的に行ってはどうですか

１８歳まで拡大すると、新たに２,７００万円の財政負担が生じます。 財政的な面か
ら、かなり負担が大きくなるという観点から、必要性を感じながらも、子ども医療費の
無料化の拡大については現段階では考えていません。

今後とも経験年数の多い元校長や元園長にお願いする傾向は当分の間
変わらないと思います。大江の幼稚園については、３歳児預かりもして
おり、全体の人数等も見ながら来年度検討していきたい。

ＪＲと県の「大型観光キャンペーン」が平成２８年の春に開催されます。この中で観
光素材として、「嫁入らず観音院」を取り上げていただき、参加している旅行会社をは
じめ報道機関に対して、積極的に誘客をお願いした。「天神峡」については、県がバイ
パス開通後に旧道の整備が計画しており、これらの整備が完了した後、利用者の安全性
や利便性の向上を目指し必要な施設の整備を検討したい。

現在、市内には１４３カ所の避難所があり、今後看板を更新する際には、在住する外
国人も含め、国土地理院が示している地図記号などのようなものも含め、すべての人に
わかりやすい避難所の看板になるよう、大きさや表示方法を見直したい。

様々な検査方式が開発されているという状況なので、どれが一番いいかということを
これから検討して、取り組みを早期に進めていきたい。

学校の限られた教育課程の時間の中で実施していくことは難しい面もあります。しか
し、救命救急法は命を守る大切な内容であると考えますので、教職員や保護者のみなら
ず児童・生徒も救命救急法についての学習を深めて行くことが望ましいと考えています。

質問する森本市議



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。
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日本共産党はこう考えます
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年金情報の流出

不安と疑念は広がるばかりだ

日本年金機構のコンピューターが外部からインターネットメールで送られたウイルスに感染し、判明
しただけで約１２５万件もの年金個人情報が流出した問題で、国民の不安と怒りは広がる一方です。安
倍晋三首相は、年金機構のシステムなどに「問題があった」と述べましたが、ずさんな対応は年金機構
だけではありません。厚生労働省が手だてを講じていなかったことなどが次々と明らかになっています。
公的年金という「国民の財産」を管理運営する責任への自覚がどれほどあったのか。安倍政権の姿勢が
問われています。

年金不信にさらに拍車

情報漏えい発覚後初の年金支給日となった１５日を、受給者は大きな不安のなかで迎えました。年金
機構への問い合わせは数十万件にのぼっています。事件に便乗した詐欺被害まで出てしまいました。Ｎ
ＨＫ世論調査で７６％が情報流出と悪用に「不安を感じる」と答えたのは、あまりに当然です。

国の公的機関から１２５万件もの個人情報が流出したことは前例がありません。「国民皆年金」への
信頼を揺るがす深刻な事態です。

国民の不安と疑念を増幅させているのが、年金機構と厚労省の事件発生後のお粗末な対応です。機構
が問題を公表したのは、ウイルス感染の判明から２０日以上もたってからです。しかもインターネット
メールとの接続も「業務に支障がでる」などの理由で、完全に遮断されるまでかなりの日数がかかりま
した。年金の加入者・受給者の個人情報の保護が置き去りにされたといわざるをえません。

国会質疑では、機構と厚労省はネットとの遮断の日時をごまかし続け、再発防止にとって大事な情報
であるウイルスメールの種類すら公表しないなど不誠実な態度に終始しています。これでは検証すらで
きず再発防止にもつながりません。機構と厚労省は、検証委員会などに「丸投げ」
する態度をあらため、国会や国民に必要な情報を公表することが必要です。

厳格な管理が求められる年金の個人情報を、外部に接続できるコンピューターで
あつかうなど機構のシステムや業務は、まったくずさんです。情報流出の背景には、
基幹業務で労働者の非正規雇用をすすめ、業務の外部委託を広げてきた日本年金機
構の運営方針の問題があります。機構の業務の検証・見直しは不可欠です。

厚労省の外局だった社会保険庁の解体・民営化を決めて、機構づくりをすすめたのは２００７年の第
１次安倍政権です。当時約５０００万件の持ち主不明の年金記録問題が発覚するなかで、年金実務に習
熟した労働者の解雇や民営化などによって個人情報の漏えいが広がる危険を指摘する声があったにもか
かわらず、強行したのです。このときの内閣官房長官は塩崎恭久厚労相でした。当事者としての責任は
まぬがれません。

マイナンバーは中止を

今年１０月から日本に住民票をもつ全員に生涯不変の番号を割り振り、来年１月から税・社会保障分
野で国が管理を強めるマイナンバー制度に国民の不安の声が広がっています。マイナンバーの中止こそ
検討すべきです。

厚生労働行政の根幹にかかわる年金情報流出問題を徹底解明することなく、労働者派遣法改悪案を押
し通すのは絶対許されません。


